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った 47。明治 20年（1887）愛媛県知事に転任するまでの 14年間、山梨県に在任した 48。
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ないとし、資力の少ない村には共同建設をすすめている 56。明治 10年（1877）5月 2日に制定した「学校建
築法」では準拠すべき校舎建設法を示し、建設地の選定の留意点や、土地が狭小でないかぎりは平屋を推奨し
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　校舎は、明治 8年（1875）12月に着工したものの、翌年 9月 11日に「未曾有之水害」に遭い、落成前に毀
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川茂）、小形山各常会長とし、会員を小形山、川茂の尾県学校卒業生としている 79。昭和 45年（1970）3月 30
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　津金学校は明治 7年（1874）着工、翌年 10月に落成し、同月 11日に開校した 93。設計は小宮山弥太郎 94に
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　明治 19年（1886）4月 9日に公布された小学校令（勅令第 14号）127を実施するため、県は明治 20年（1887）
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治 8年（1875）12月 4日に落成、翌明治 9年（1876）6月 4日に開校式が挙行された 189。設計、施工ともに
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　尾県学校で活動する尾県郷土資料館協力会は 37名（平成 26年〈2014〉4月 1日現在 234）の地域住民から構
成される任意団体である。
　尾県郷土資料館協力会は、尾県郷土資料館が教育資料館として改装した、昭和 61年（1986）8月 26日に結
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